
所　属 承認の可否 承認者印　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認　　□　承認　　□　不承認

平成　　年　　月　　日 　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで平成　　年　　月　　日
　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日平成　　年　　月　　日 　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで平成　　年　　月　　日平成　　年　　月　　日 　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで

平成　　年　　月　　日
平成　　年　　月　　日平成　　年　　月　　日
平成　　年　　月　　日平成　　年　　月　　日 　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から

平成　　年　　月　　日平成　　年　　月　　日 　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで

　　　　　　　　　　　　妊娠中の女子職員が適宜休憩し，又は捕食する場合における　　　　　　　　　　　　職務専念義務の免除に係る時間管理簿

　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで平成　　年　　月　　日
本 人 印氏　名年　　　月　　　日 時　　　　　間

　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで　　　　時　　　　分から　　　　時　　　　分まで



様式第62号（出産費等通知書）
共済区分 年号 数 （内）流死1111 2222 3333 4444 5555 6666 7777 8888 9999 11111111 12121212 13131313 14141414 15151515 16161616 17171717 18181818 19191919 20202020 21212121 22222222 23232323 24242424 25252525 26262626 27272727 28282828 29292929 30303030 31313131 32323232円 円

　続柄平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　　　　　　　　　　は出産・死産・早流産（妊娠　　　か月）したことを証明する。平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日住　所氏　名 印
円 円   上記のとおり請求します。

　　　　　地方職員共済組合広島県支部長 様平成　　　　　年　　　　月　　　　日 住所氏名　　　　　　　　　　　　　 印上記の記載事項は，事実と相違ないことを認めます。平成　　　　　年　　　　月　　　　日 職名氏名　　　　　　　　　　　　　　※欄は，記入しないでください。　　　      　　　○給付内容コード　　 出産費，出産費附加金，家族出産費，家族出産費附加金 …………………… 1上記の給付で被扶養者認定が6ケ月以内の時  ………………………2

※続 柄出 産 費家 族 出 産 費10101010給付内容

出 産 の 場 所出 産 児 氏 名

出 産 費 附 加 金家 族 出 産 費 附 加 金

組合員資格取得年月日 年 月 日 平 成 年 月 日

請求者

組合員資格喪失年月日

給　　　　　料 　　　職　　　　       　  　級　　　　  　　号給　　     　　　　　　　　　　　円

日出 産 年 月 日 ※ 決 定 額組 合 員 氏 名

　この請求書を提出するときは「産科医療補償制度加入機関」であることを示したスタンプが押された領収書の写しを添えてください。
所属機関の長

所 属 機 関 名所 属 コ ー ド平成　　年　　月　　日

コード番号 組 合 員 証 番 号1111
出産費・出産費附加金・家族出産費・出産費・出産費附加金・家族出産費・出産費・出産費附加金・家族出産費・出産費・出産費附加金・家族出産費・

家族出産費附加金　　　　　請求書家族出産費附加金　　　　　請求書家族出産費附加金　　　　　請求書家族出産費附加金　　　　　請求書 同 附 加 金出産児年 月

請求金額 出 産 費家 族 出 産 費

被 扶 養 者認定年月日

証 明 者

6666 2222

医 師 又 は助 産 婦 の 証明
出 産 者 氏 名

印

昭和

印

昭和



様式第62号の2（出産費等通知書）
共済区分 年号 数 （内）流死1111 2222 3333 4444 5555 6666 7777 8888 9999 11111111 12121212 13131313 14141414 15151515 16161616 17171717 18181818 19191919 20202020 21212121 22222222 23232323 24242424 25252525 26262626 27272727 28282828 29292929 30303030 31313131 32323232円 円

39393939 40404040 41414141 42424242 43434343 44444444円
〒 ℡

   上記のとおり請求します。　　　　　地方職員共済組合広島県支部長 様平成　　　　　年　　　　月　　　　日 住所氏名　　　　　　　　　　　　　 印上記の記載事項は，事実と相違ないことを認めます。平成　　　　　年　　　　月　　　　日 職名氏名　　　　　　　　　　　　　○給付内容コード　　  出産費・家族出産費，出産費附加金，家族出産費附加金  …………………… Ａ    上記の給付で，被扶養者認定が6ケ月以内の時         …………………… Ｂ　※出産費・家族出産費の請求額＝42万円-直接支払額　　注2）直接支払額は，医療機関等から交付される「費用の内訳を記した明細書」で確認してください。　※欄は，記入しないでください。　　　      　　　　　※添付書類　○直接支払制度についての合意文書                     ○費用の内訳を記した明細書（出産年月日，代理受取額等の記載があるもの）

出　産　児　氏　名

10101010

所在地

44442222 1111

出  産  費  附 加  金家族出産費 附 加 金

6666

　　注1）産科医療補償制度の対象分娩でない場合は，42万円が39万円になります。

組合員資格取得年月日 年　　　   月　　　  日 組合員資格喪失年月日医療機関等

出産費・出産費附加金・家族出産費・出産費・出産費附加金・家族出産費・出産費・出産費附加金・家族出産費・出産費・出産費附加金・家族出産費・

家族出産費附加金　請求書 (直接支払制度利用)家族出産費附加金　請求書 (直接支払制度利用)家族出産費附加金　請求書 (直接支払制度利用)家族出産費附加金　請求書 (直接支払制度利用)コード 組 合 員 氏 名 給付内容 出 産 年 月 日 出 産児 ※ 決 定 額

請求者
所属機関の長

組合員へ支給

※続柄番 号 組 合 員 証 番 号 年 月 日 出 産 費家 族 出 産 費 同 附 加 金

平成　　　   年　　　   月　　　  日
出　　   産　　   費家  族  出  産  費

出　産　者　氏　名
所 属 機 関 名所 属   コ ー ド※    出     産     費       家 族 出 産 費※　　決　　定　　額 被 扶 養 者認定年月日　　　　　年　　月　　日

名称
請求金額

印

昭和平成 昭和平成



出 産 貸 付 申 込出 産 貸 付 申 込出 産 貸 付 申 込出 産 貸 付 申 込 書書書書    

年月日
 

申 込
 

平成  年  月  日 申 込 金 額          円 借用事由  
(出産予定日 平成 年 月 日) 所 属 所 名   

 

組 合 員 証 番 号 
 

 フ リ ガ ナ   任意継続組合員証番号 氏 名 ○印     現 住 所 〒 
                   （TEL           ） 共 済 組 合 加 入 年 月 日 年   月   日 給料月額 （  職  級  号給）             円 医 療 機 関 名 及 び 住 所                  （TEL          ） 出産する者の 氏 名 ・ 続 柄 続 柄 弁 済 時 期  出産費等が支給されたとき。ただし，出産費等が支給されても借用金の 額より少ない場合は，その差額は支部長が指定する日までに弁済する。 ※ 貸 付 金 受 取 金 融 機 関 名 広島銀行・     支店  普通 口座番号      ・     支店  普通 口座番号 所属所長の意見  この貸付申込みは適当と認める。  平成  年  月  日 
             職氏名                ○印  ※ 申込人名義の預金口座を記入すること。 

 承               認 不  承  認 受付年月日  請求書又は 領収書の金額 円 (理由) 
 

 

 

 

 

 

 

決定年月日  通知年月日  控 除 額 円 貸 付 番 号  貸 付 額 円 



（裏面） 
 

   １ 添 付 書 類 
 

(1) 出産予定日まで２月以内のとき。 母子健康手帳の写し又は出産予定日まで２月以内（多胎の場合は４月）である     ことを証明する書類のいずれかを添付してください。 
 

(2) 妊娠４月以上で医療機関に一時的な支払が必要となったとき。 母子健康手帳の写し又は妊娠４月以上であることを証明する書類及び医療機関 等からの一時的な支払に要する費用の内訳のある請求書又は領収書のいずれかを 添付してください。 
 

   ２ 申 込 日  随時，申込みができます。 
 

   ３ 貸 付 決 定  貸付決定通知書を交付しますので，通知を受けたときは，借用証 書を指定する日までに提出してください。 
 

 ４ 貸 付 日  随時，貸付けを行います。 

 



様式第64号（傷病手当金通知書）
始　日 終　日4444 5555 6666 7777 8888 9999 12121212 13131313 14141414 15151515 16161616 17171717 18181818 19191919 20202020 21212121 22222222 23232323 25252525 26262626 27272727 28282828 29292929 30303030　 　 　 　 　 　31313131 32323232 33333333 34343434 35353535 36363636 37373737 38383838 39393939 40404040 41414141 42424242 43434343 44444444 45454545 46464646 47474747 48484848 49494949 50505050 51515151 52525252 53535353 54545454 55555555 56565656 57575757 58585858 59595959 60606060 61616161 62626262 63636363 64646464 65656565 66666666円 円 円 円 円 円　 年 　 　 月 　 　 日 平成 　 　 年 　 月 　 　 日等級 　円 　 　 　 　 　 　1 2 年 月 日 平成 年 月 日円 住所氏名 印平成   　年   　月　  　日出産・死産・早流産（妊娠　　カ月）したことを証明する。住所氏名 印　地方公務員等共済組合法第70条第　　　　　号に該当することを証明する。職名氏名 印　　　上記のとおり請求します。 様 住所氏名 印　　　上記の記載事項は，事実と相違ないものと認めます。 職名氏名　　1　共済組合の請求は，裏面に所属機関の長又は給与事務担当者の証明を受けてください。　  ○給付内容コード    傷病手当金 …………………………12　療養のため勤務に服することができない期間中に老人保健法の医療を受けたときは， 傷病手当金附加金 …………………2健康手帳の医療の受給資格を証するページに記載されている市町村番号，受給者番号 出産手当金 …………………………3及び発行機関名を記入してください。(共)　　　　　 休業手当金 …………………………43　　※欄は，記入しないでください。

発 行 機 関 名

控 除 額 傷 病 手 当 金 休 業 手 当 金
所 属 機 関 名所 属 コ ー ド円平 成 年 月標準報酬月額 発　病年月日 受 給 者 番 号傷病手当金

勤務できなくなった最 初 の 日
療養のため勤務でき ないこ と に 関 す る 医 師 の 証 明
障害共済金・障害基礎年金障 害 一 時 金 の 額

4

平成

平 成 年 月 日 か ら証 明 者平 成 年 月 日 ま で

給付日数 年号24242424月共済区分 10101010 4組 合 員 氏 名職 員 番 号

傷 病 名

コ ー ド番 号 11111111

請求金額 年 金 の 支 給開 始 年 月

月
※ 法 定 額出 産 手 当 金

資格取得年 月 日
日出 産 年 月 日6666 4444 給付内容 ※　　請　　求　　期　　間年号 年 年1111 2222 3333傷病手当金・傷病手当金附加金・出産手当金・休業手当金　請求書傷病手当金・傷病手当金附加金・出産手当金・休業手当金　請求書傷病手当金・傷病手当金附加金・出産手当金・休業手当金　請求書傷病手当金・傷病手当金附加金・出産手当金・休業手当金　請求書

根 拠 規 定休業手当金
出産に関する医師又は助 産 婦 の 証 明3出産手当金 勤務できなかった期 間
病 院 又 は 診 療 所 名及 び 所 在 地

勤 務 で きなった理由

11111
資格喪失年 月 日

同 附 加 金 医 師
証 明 者

傷病手当金附加金

所 属 機 関 の 長平 成 年 月 日 請 求 者平 成 年 月 日

　　　　　　　　

地 方 職 員 共 済 組 合 広 島 県 支 部 長

市 町 村 番 号
平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 ま で勤務できなかった期間

老人保健法の医療を受けたと き
昭和

印



平成　　　   年　　   　月　　　 　日 職名氏名※標準報酬月額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× １／２２ × ２／３ ＝ 　　　月分曜日 1 8 15 22 29給付日額 支給日数 2 9 16 23 303 10 17 24 31　　　　　　　　　　　× ＝ 4 11 18 25給付額 控除額 5 12 19 266 13 20 27　　　　　　　　　　　－ ＝ 7 14 21 28※ 支 給 開 始 日平成 年 月 日分から

平 成 年 月 日 間 割 円平 成 年 月 日

平 成 年 月 日 分 ま で 平 成 年 月 日 分 ま で
給 付 額給付決定額

※ 前 回 支 給 分 ※ 今 回 支 給 分

給 付 日 額 今回支給日数（該当○印を付する）所 属 機 関 の 長

平 成 年 月 日 間 割 円
平 成 年 月 日 か ら 平 成 年 月 日 ま で 出 勤 し な か っ た 期 間に対して，次の金額の給料を支払ったことを証明する。平 成 年 月 日 間 割 円平 成 年 月 日平 成 年 月 日

印



 

産 前 産 後 休 業 掛 金 免 除 申 出 書  産 前 産 後 休 業 掛 金 免 除 変 更  組 合 員 氏 名  組合員証 記号番号  第        号 生年月日 年  月  日 所属機関 名 称  所 在 地  産前産後休業の期間 初 日 平成   年   月   日 終了日 平成   年   月   日 産前産後休業の期間 （変更後） 初 日 平成   年   月   日 終了日 平成   年   月   日 出産予定日 平成   年   月   日    出産日 平成   年   月   日    出産（予定）種別 単 胎  ・  多 胎  
  地方職員共済組合広島県支部長 様 一般財団法人広島県職員互助会理事長 様  平成   年   月   日  申 出 者 住 所  氏 名 ○印   

地方公務員等共済組合法第114条の２の２及び一般財団法人広島県職員互助会会員に関する  規程第１１条の３の規定により、産前産後休業期間に係る掛金免除（変更）を申し出ます。 
 上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 平成   年   月   日  所属所長 職 名  氏 名 □印     



   

様式第１号 
育 児 休 業 等 計 画 書               

                      提出年月日  平成    年    月    日 
  広 島 県 知 事 様                         所  属                                            職  名                
                           氏  名              ◯印     職員の育児休業等に関する条例第３条第４号又は第８条第５号の規定に基づき，再度の育児休業又は育児短時間勤務の承認の請求をする予定ですので，育児休業等の計画について次のとおり提出します。  なお，記載事項に変更が生じた場合は遅滞なく届け出ます。 
 

 １ 請求の別 
 

 □ 育児休業       □育児短時間勤務 
 

 ２ 請 求 に 係 る 子                    
 

   子 の 氏 名 
 

 

 

 

生年月日 平成  年  月  日生 
 ３ 請 求 者 の 計 画                    
 

   請 求 期 間              
 

 平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 
 

   再 度 の 請 求 予 定 期 間 
 

 平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 
 

 ４ 備 考              
 

 （注）① 育児休業等計画書は，育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求書と同時に（変更の届出の場合は，記載事項に変更が生じた後遅滞なく）提出するものとする。    ② 「請求期間」欄には，育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求書に記載した請求期間を記入する。    ③ 子の出生前に提出する場合は，「２ 請求に係る子」の欄の記入は，出生後，速やかに行うこと。    ④ 変更の届出の場合は，変更する箇所のみ記入する。    ⑤ 該当する□にはレ印を記入すること。 
 



   

様式第２号 
育 児 休 業 承 認 請 求 書               

 

  広 島 県 知 事 様                     下記のとおり  育 児 休 業 の 承 認  を請求します。         育児休業の期間の延長                                            
請求年月日  平成  年  月  日 請 求 者

 

所  属  職  名  氏  名             ◯印  １ 請求に係る子 氏     名  
 続  柄  等  
 生 年 月 日        平成  年  月  日生 

２ 請求の内容        □ 育児休業の承認       □育児休業期間の延長 
 □ 再度の育児休業の承認    □再度の育児休業の期間の延長 
  （再度の育児休業，再度の育児休業の期間の延長，非常勤職員の１歳６か月までの子の育児休業又は非常勤職員の２歳までの子の育児休業が必要な事情を記入） 
 

 ３ 請 求 期 間       平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 
 ４ 既に育児休業 
   をした期間    平成  年  月  日から平成  年  月  日まで  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで ５ 配  偶  者 氏    名  育児休業の期間 平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 
 ６ 備        考  （注）① この請求書（非常勤職員の任期の更新等に伴う再度の育児休業及び育児休業の期間の延長に係るものを除く。）には，請求に係る子の氏名，請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書，母子健康手帳の出生届出済証明書，官公署が発行する出生届受理証明書又は養子縁組届受理証明書，事件が係属している家庭裁判所等が発行する事件係属証明書，児童相談所長が発行する委託措置決定通知書又は証明書などのいずれか）を添付すること（写しでも可）。    ② 「２ 請求の内容」欄の「非常勤職員の１歳６か月までの子の育児休業」とは，職員の育児休業等に関する規則（以下「規則」という。）第３条第２号に掲げる場合に該当してする育児休業をいい，「２歳までの子の育児休業」とは，規則第３条の２の規定に該当してする育児休業をいう（⑤において同じ）。 ③ 子の出生前に請求する場合には，「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし，「１ 請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は，出生後，速やかに行うこと。    ④ 非常勤職員の任期の更新等に伴う再度の育児休業をしようとする場合は，所属，職名，氏名，「３ 請求期間」欄及び「４ 既に育児休業をした期間」欄のみ記入すること。 ⑤ 「５ 配偶者」欄は，非常勤職員が１歳２か月までの子の育児休業（規則第３条第２号に掲げる場合に該当してする育児休業をいう。），１歳６か月までの子の育児休業又は２歳までの子の育児休業をしようとする場合（規則第３条第１号，第２号及び第３条の２のいずれかの場合に該当して育児休業の承認を請求する場合）に記入すること。 ⑥ 「６ 備考」欄には，（ア）請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合（当該請求に係る子の出生の日から５７日間に，職員（当該期間内に出産休暇（職員の勤務時間及び休暇等に関する規則第１０条第１項の表第９号に掲げる場合における休暇をいう。）により勤務しなかった職員を除く。）が当該請求に係る子について最初の育児休業をする場合を除く。），その氏名，請求者との続柄等及び生年月日，（イ）請求に係る子が養子の場合においては，養子縁組の効力が生じた日，（ウ）請求に係る子以外の子について現に育児休業の承認を受けている場合においては，その旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入する。 ⑦ 該当する□にはレ印を記入すること。  



   

様式第３号 
養 育 状 況 変 更 届               

 平成  年  月  日届出 
  広島県知事（部分休業に係る養育  状況変更届にあっては所属長）  様 

                         所  属                                                 職  名                                     氏  名           ◯印 
        育 児 休 業  次のとおり 育児短時間勤務 に係る子の養育の状況について変更が生じたので届け出ます。        部 分 休 業 
 

  □ 育児休業等に係る子を養育しなくなった   □ 同居しなくなった。   □ 負傷・疾病   □託児できるようになった。   □ その他（            ）  □ 育児休業等に係る子が死亡した。  □ 育児休業等に係る子と離縁した。  □ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。  □ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。  □ 育児休業等に係る子についての民法第８１７条の２第 1項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した。  □ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された。  □ その他（                      ）    発生日      平成   年   月   日 （注）該当する□にはレ印を記入すること。 



   

様式第４号 
育児短時間勤務承認請求書               

 

  広 島 県 知 事 様                     下記のとおり  育児短時間勤務の承認  を請求します。         育児短時間勤務の期間の延長                                            
 請求年月日   平成  年  月  日 請 

 求 
 者
 

所  属  

 

 職  名  

 

 氏  名              ◯印                 １ 請求に係る子  氏     名 
 

 

 続  柄  等 
 

 
 
 生 年 月 日         平成  年  月  日生 
 

 
 
 ２ 請求の内容       
 
 
 

 □ 育児短時間勤務の承認    □育児短時間勤務の期間の延長 
 
 □ 再度の育児短時間勤務の承認（再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入）                                
 
 

 ３ 請 求 期 間       
 

 平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 
 

 
 ４ 勤務の形態 
 
 

  週  時間  分勤務 □第 1号 □第 2号 □第 3号             □第 4号 □第 5号  
 

  勤務の日 及び 時間帯 
 

 月（   ：   ～   ：     ）  火（   ：   ～   ：   ） 水（   ：   ～   ：    ）  木（   ：   ～   ：   ） 金（   ：   ～   ：    ）                   
 

 ５ 既に育児短時間 勤務をした期間 
 

 平成  年  月  日から平成  年  月  日まで  平成  年  月  日から平成  年  月  日まで 
 ６ 備       考  （注）① この請求書（育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。）には，請求に係る子の氏名，請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書，母子健康手帳の出生届出済証明書，官公署が発行する出生届受理証明書又は養子縁組届受理証明書，事件が係属している家庭裁判所等が発行する事件係属証明書，児童相談所長が発行する委託措置決定通知書又は証明書などのいずれか）を添付すること（写しでも可）。    ② 子の出生前に請求する場合には，「３ 請求期間」欄は出産予定日以後の期間とし，「１ 請求に係る子」欄の記入及び証明書類の添付は，出生後，速やかに行うこと。    ③ 「勤務の日及び時間帯」欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合等当該欄により難い場合には，「６ 備考」欄に必要な事項を記入すること。    ④ 「６ 備考」欄には，(ｱ)請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場合，その氏名，請求者との続柄等及び生年月日，(ｲ)請求に係る子が養子の場合においては，養子縁組の効力が生じた日，(ｳ)請求に係る子以外の子について現に育児短時間勤務の承認を受けている場合においては，その旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等について記入すること。            ⑤ 該当する□にはレ印を記入すること。 

（育児休業法第１０条第１項 の勤務の形態） 



   

様式第５号 
部 分 休 業 承 認 請 求 書               

 

  所 属 長 様                     次のとおり部分休業の承認を請求します。  請求年月日 
 

 平成   年   月   日 
 請 

 求 
 者
 

所  属  

 

 職  名  

 

 氏  名               ◯印                 １ 請求に係る子  氏    名 
 

 

 続  柄  等 
 

 
 
 

 生 年 月 日        平成  年  月  日生 
 ２ 請求期間及び 

 時間 
 

期          間 時   間 
 平成  年  月  日から 
 平成  年  月  日まで 
 

 □ 毎日 
 □ その他（  ） 
 

 午前 時 分～ 時 分 
 午後 時 分～ 時 分 
 

 平成  年  月  日から 
 平成  年  月  日まで 
 

 □ 毎日 
 □ その他（  ） 
 

 午前 時 分～ 時 分 
 午後 時 分～ 時 分 
 ３ 備       考  

（注）① この請求書には，請求に係る子の氏名，請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類（医師又は助産師が発行する出生（産）証明書，母子健康手帳の出生届出済証明書，官公署が発行する出生届受理証明書又は養子縁組届受理証明書，事件が係属している家庭裁判所等が発行する事件係属証明書，児童相談所長が発行する委託措置決定通知書又は証明書などのいずれか）を添付すること（写しでも可）。    ② 「２ 請求期間及び時間」欄で，曜日により請求時間が異なる場合には，それぞれ別欄に記入すること。    ③ 部分休業の承認が，職員からの請求に基づき取り消された場合には，その旨を下記の取消欄に記入すること。    ④ 該当する□にはレ印を記入すること。 



   

※ 所属長記入欄 受理年月日 平成  年  月  日  □ 承認  □ 不承認 決裁年月日 平成  年  月  日     職 名                
 氏 名              ◯印   決 裁 欄      

 

    

    

 （取消欄） 日 付 休業の承認を取り消された時間 時間数 請求者 ◯印  所属長 ◯印  勤務時間管理員 ◯印  備  考 午  前 午  後 
  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

  時  分から  時  分まで  時  分から  時  分まで 時間 分     

 



- 1 - 

要介護者の状態等申出書                      所属                     氏名              印  １ 要介護者に関する事項  (1) 氏名  (2) 職員との続柄  (3) 職員との同居又は別居の別      □ 同居     □ 別居  (4) 介護が必要となった時期      平成  年  月  日  ２ 要介護者の状態      ３ 備考     注 １ 「１(4) 介護が必要となった時期」については，その時期が請求を行う時から相当以前であること等により特定できない場合には，日又は月の記載を省略することができる。   ２ 「２ 要介護者の状態」には，職員が要介護者の介護をしなければならなくなった状況が明らかになるように，具体的に記入する。  



休 暇 簿 (子育て支援部分休暇用) 決裁             出勤簿整理印  請 求 年 月 日               年  月  日 請求者 所     属 職 名 氏 名    印 請求に係る子に関す る 事 項 氏     名 続     柄 生 年 月 日    請求期間及び時 間 期                間 時        間 自    年  月  日  至    年  月  日 □ 毎日 □ その他 （     ） 午前  時  分～ 時  分  午後  時  分～ 時  分 自    年  月  日  至    年  月  日 □ 毎日 □ その他 （     ） 午前  時  分～ 時  分  午後  時  分～ 時  分 備 考    （取消欄） 日付 休暇の承認を取り消された時間 時間数 所属長 ○印  勤務時間管理員 ○印  午  前 午  後   時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）     時 分～ 時 分 時 分～ 時 分 時間（分）   備考  １  地方機関にあつては，決裁欄は適宜区分するものとする。   ２  請求に係る子の氏名，請求者との続柄及び生年月日を証明する書類（住民票又は保険者証など）を添付すること（写しでも可）。   ３  曜日により請求時間が異なる場合には，それぞれ備考欄に記入すること。   ４  子育て支援部分休暇の承認が，職員からの請求に基づき取り消された場合には，その旨を取消欄に記入すること。 



平成　　年1～6月

システム出勤簿との照合年月日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日勤務時間管理員照合確認印
0.00.00.00.0 0.00.00.00.0

所属所属コード職員番号

備考

時間時間時間時間 時間時間時間時間

記載例

0.00.0 時間時間時間0.0 時間0.0 時間時間時間時間0.00.00.00.0

取消時刻取消時間 取消時刻取消時間 取消時刻取消時間 取消時刻取消時間 取消時刻取消時間承認時刻 承認時刻承認時刻 承認時刻 取消時刻取消時間承認時刻

0.00.00.0 時間時間時間時間0.0時間0.00.0 時間0.0 時間

2223242526272829
21
1314151617181920

4
1011

2　　　　月1　　　　月3130 １～６月　　計5　　　　月

12

2　　　　　　月承認時刻1　　　　　　月承認時間1
56789
23

子育て支援部分休暇管理簿子育て支援部分休暇管理簿子育て支援部分休暇管理簿子育て支援部分休暇管理簿4　　　　　　月承認時間 6　　　　　　月承認時間月 氏 　     　名日 5　　　　　　月承認時間3　　　　　　月承認時間 承認時間

累 計実 績月計（承認）取 消 し 3　　　　月 4　　　　月 6　　　　月

承認時刻15:15－17:15承認時間2○毎日15時15分から17時15分に休暇を取得する場合○毎日夕方15時15分から17時15分に休暇を取得していたが，仕事の都合によりその日の帰宅が16時45分になってしまった場合取消時刻15:15－16:45取消時間1.5

時間時間時間時間0.00.00.0
子育て支援部分休暇の状況12月～５月累計 時間前年12月実績 時間

0.0



　　年7～12月子育て支援部分休暇管理簿子育て支援部分休暇管理簿子育て支援部分休暇管理簿子育て支援部分休暇管理簿月 7　　　　　　月 8　　　　　　月 9　　　　　　月 10　　　　　　月 11　　　　　　月 12　　　　　　月 氏 　     　名承認時刻 取消時刻 承認時刻 取消時刻 承認時刻 取消時刻日 承認時間 取消時間 承認時間 取消時間取消時刻 承認時刻 取消時刻 承認時刻 取消時刻 承認時刻 承認時間 取消時間1 承認時間 取消時間 承認時間 取消時間 承認時間 取消時間2 所属43 所属コード5 職員番号6 記載例7 ○毎日15時15分から17時15分に休暇を取得する場合8 承認時刻15:15－17:15109 承認時間211 ○毎日夕方15時15分から17時15分に休暇を取得していたが，仕事の都合によりその日の帰宅が16時45分になってしまった場合121413 取消時刻15:15－16:451615 取消時間1.517 備考1819212023222524 子育て支援部分休暇の状況2726 ６月～11月累計 時間28293130 7　　　　月 8　　　　月 9　　　　月 10　　　　月 11　　　　月 12　　　　月 7～12月　　計６月実績 時間時間 0.0 時間取 消 し 0.0 時間 0.0 時間 0.0 時間時間 0.0 時間 0.0 時間 0.0月計（承認） 0.0 時間 0.0 時間 0.0 0.0 時間実 績 0.0 時間 0.0 時間 0.0 時間 0.00.0 時間 0.0 時間 0.0 時間0.0 時間 0.0 時間 0.0 時間時間累 計 0.0 時間 0.0 時間 0.0 時間時間 0.0 時間 0.0 時間 0.0年　　月　　日 年　　月　　日勤務時間管理員照合確認印システム出勤簿との照合年月日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日 年　　月　　日



   

 養育状況変更届出書 
(子育て支援部分休暇用) 決裁

 

            出勤簿整理印  届   出   日               年   月   日 届出者 所     属 職 名 氏 名 
   印 

内 容 

次のとおり子育て支援部分休暇に係る子の養育の状況について変更が生じたので届け出ます。 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子を養育しなくなった。    □ 同居しなくなった。 □ 負傷・疾病  □ その他（                          ） 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子が死亡した。 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子と離縁した。 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子との養子縁組が取り消された。 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子についての民法第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した。 
 □ 子育て支援部分休暇に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された。 
 □ その他（                           ） 
 

 発生日 
          年   月   日 

 

 備考 該当する□にはレ印を記入すること。 
 （日本工業規格Ａ列４） 
 



別記様式第１号 
□ 休憩時間の短縮請求書 

□ 早出遅出勤務請求書 

 

 （各機関の長）                      請求年月日 平成  年  月  日  
               様 
         □養育      □休憩時間の短縮 次のとおり  （送迎）  のため            を請求します。         □介護      □早出遅出勤務 
                         請求者 所 属                                         職 名                                         氏 名           ㊞ 
 1 請求に係る子又 は要介護者 氏          名  続     柄     等  子 の 生 年 月 日 平成  年  月  日（□出産予定日） 養子縁組の効力が生じた日 平成  年  月  日 2 養育の状況又は 送迎する場所  

 

 3 要介護者の状態 及び具体的な介 護の内容  

 

 4 請求に係る期間 平成  年  月  日から 平成  年  月  日まで  □毎 日  □毎 週            曜日 5 請求に係る早出 遅出勤務の始業 及び終業の時刻 並びに当該時刻 とする理由    時   分  始業      時   分  終業  【理由】      ≪留意事項≫  全体について 該当する項目の□にレレレレ印を記入する。 １について 「子の生年月日」欄及び「養子縁組の効力が生じた日」欄は，子を養育（送迎）するために請求する 場合において記入する。なお，請求に係る子が請求の際に出生していない場合には，「子の生年月日」欄 に出生予定日を記入し，出産予定日の□にレレレレ印を記入する。 ２について この欄は，子を養育（送迎）するために請求する場合において記入する。   ３について この欄は，要介護者を介護するために請求する場合において記入する。  ４について 「□毎週 曜日」の項目には，日曜日から土曜日までのうち，請求する曜日を記入する。 ５について この欄の始業及び終業の時刻は，あらかじめ定められた早出遅出勤務に係る始業及び終業の時刻のうち，請求するものを記入する。   



別記様式第２号  
□ 休憩時間の短縮変更請求書 

□ 早出遅出勤務変更請求書 

 

                  請求年月日 平成  年  月  日  （各機関の長） 
               様 
          □休憩時間の短縮 次のとおり            の承認の内容の変更を請求します。          □早出遅出勤務 
                       請求者 所 属                                        職 名                                        氏 名            ㊞ 
 1 現在の承認内容 承 認 に 係 る 期 間 平成  年  月  日から 平成  年  月  日まで  □毎 日 □毎 週     曜日  早出遅出勤務の始業 及 び 終 業 の 時 刻  時   分  始業        時   分  終業  
2 変更請求の内容 

請 求 に 係 る 期 間 平成  年  月  日から 平成  年  月  日まで  □毎 日 □毎 週     曜日 □終 了  早出遅出勤務の始業 及 び 終 業 の 時 刻  時   分  始業        時   分  終業  変更を要する理由        ≪留意事項≫  全体について 該当する項目の□にレレレレ印を記入する。 １について 既に受けている承認の内容を記入する（休憩時間の短縮の承認を受けている場合は，「承認に係る期間」欄のみ記入する。）。 ２について ① 変更請求の内容を記入する（休憩時間の短縮の承認を受けている場合は，「請求に係る期間」欄及び「変更を要する理由」欄について記入する。）。 ② 休憩時間の短縮又は早出遅出勤務の終了を希望する場合は，「請求に係る期間」欄の□終了にレ印を記入し，「変更を要する理由」欄へその理由を記入する。  



別記様式第３号  
育児又は介護の状況変更届 

 

                      平成  年  月  日届出 （各機関の長） 
               様 
 
           □休憩時間の短縮 次のとおり            に係る子の養育（送迎）又は要介護者の介護の状況に           □早出遅出勤務 
   ついて変更が生じたので届け出ます。 
                       届出者 所 属                                        職 名                                        氏 名            ㊞ 
  1 届出の事由 
   (1) 養育の状況の変更 
    □ 子が死亡した 
    □ 職員の子でなくなった     （ □ 離縁  □ 養子縁組の取消し  □ 家事審判事件の終了       □ 児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置の解除  ） 
    □ 同居しなくなった 
    □ その他（                              ） 
   (2) 介護の状況の変更 
    □ 要介護者が死亡した 
    □ 要介護者と職員との親族関係が消滅した     （消滅の理由：                            ） 
    □ その他（                              ） 
 
  ２ 届出の事由が発生した日 
    平成  年  月  日  
 



様式第１号 
深夜勤務・時間外勤務制限請求書深夜勤務・時間外勤務制限請求書深夜勤務・時間外勤務制限請求書深夜勤務・時間外勤務制限請求書    

 （所属長）                     請求年月日 平成 年 月 日 
              様 
       □養育     □ 深 夜 勤 務 の 制 限  次のとおり     のため □ 時 間 外 勤 務 の 制 限   を請求します。       □介護      （職員の勤務時間及び休暇等に 関する条例第８条の 2）                □ 第２項 □ 第３項 
                    請求者 所 属                                    職 名                                    氏 名           ㊞ 
 １ 請求に係る子又は要介護者 氏 名          （続柄等：          ） 子 の 生 年 月 日  平成 年 月 日生（□出産予定日） 養子縁組の効力が生じた日 平成 年 月 日 
2 職員の配偶者で当該子の親である者の有無及び状況 □ 深夜において就業している □ 負傷，疾病，身体上又は精神上の障害により □ 有   養育が困難である                           □ 無 □ 産前 6週間（多胎妊娠の場合にあっては， 

14週間）又は産後 8週間以内である 

3 要介護者の状態及び具体的な介護の内容  

4 請求に係る期間 深夜勤務の制限 平成  年  月  日から 平成  年  月  日まで □ 毎日 □ その他（    ） 時間外勤務の制限 平成  年  月  日から □１年 □１年に満たない期間（  月） （注）  1について ① 「続柄等」欄には，請求に係る子又は要介護者の請求者との続柄等（請求に係る子 が職員の勤務時間及び休暇等に関する規則第４条第１項に規定する特別養子縁組の 成立前の監護対象者等に該当する場合にあっては，その事実。）を記入する。 ② 「子の生年月日」欄及び「養子縁組の効力が生じた日」欄は，子を養育するために 請求する場合において記入する。なお，請求に係る子が請求の際に出生していない場 合には，「子の生年月日」欄に出産予定日を記入し，「出産予定日」の□にレレレレ印を記入 する。  2について ① この欄は，子を養育するために深夜勤務の制限を請求する場合において記入する。 ② 「深夜において就業している」とは，深夜における就業日数が１月に３日を超えることをいう。  3について   この欄は，要介護者を介護するために請求する場合において記入する。  4について 子を養育するために深夜勤務の制限を請求する場合には，当該請求に係る子が満６歳に達する日以後最初の３月３１日以前の日を制限終了日として請求する。 （日本工業規格Ａ列４） 



様式第２号 
育児又は介護の状況変更届育児又は介護の状況変更届育児又は介護の状況変更届育児又は介護の状況変更届    

 （所属長）                       平成 年 月 日 届出 
              様 
 

                        所 属                                    職 名                                    氏 名           ㊞ 
         □深夜勤務         次のとおり         の制限に係る子の養育又は要介護者の介護の状況につ         □時間外勤務 
  いて変更が生じたので届け出ます。 
    １ 届出の事由    （1）養育の状況の変更 
    □ 子が死亡した      □ 職員の子でなくなった     （ □ 離縁  □ 養子縁組の取消し  □ 家事審判事件の終了 □ 児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置の解除  ）     □ 職員の配偶者が深夜において常態として当該子を養育できる者に該当することとなった 
 □ 子と同居しなくなった 
 

  （2）介護の状況の変更       □ 要介護者が死亡した 
    □ 要介護者と職員との親族関係が消滅した      （消滅の理由：              ） 
 

  ２ 届出の事実が発生した日 
     平成  年  月  日 （日本工業規格Ａ列４） 



様式第１号（第３条関係）  テレワーク（モバイル型パソコン利用）申込書  平成  年  月  日 所  属  長    様  所 属            職・氏名            次のとおり，広島県テレワーク実施要領の内容に同意のうえ，テレワーク（モバイル型パソコンの利用）を申し込みます。  １ 利用期間 平成  年  月  日 から 平成  年  月  日まで   ※テレワーク実施予定日について，テレワーク実施計画表（別紙）の「実施日欄」に「◯」を記入してください。   ※勤務時間の割振りの変更を申請する場合には，テレワーク実施計画表（別紙）に変更後の勤務時間を記入してください。  ２ 申込理由（いずれかにチェックをすること。）   □ 中学校就学前の子を養育するため。   □ 介護が必要な親族（職員との続柄：    ）を介護するため。   □ その他      ３ テレワークを行う場所（いずれかにチェックすること）   □実施職員の自宅    □別居している要介護者の自宅（要介護者を介護する場合に限る）   ※「別居している要介護者の自宅」の場合：要介護者の自宅住所を記載      ４ テレワークで行う予定の業務内容              ５ 公用電話番号利用の希望（いずれかにチェックすること）   □希望する       □希望しない   ※「希望する」の場合：公用電話番号を利用する携帯電話・ＰＨＳの番号を記載   ※「希望しない」の場合：業務に使用する電話番号を記載     注 テレワークのおおよその計画について，別紙のテレワーク実施計画表により提出すること。 
 所属承認欄 平成  年  月  日 所属長 職・氏名  モバイル型パソコンの 確認 済 テレワーク申込に対する 承認可否 可  ・  否 否の場合は，理由等  



（別紙） 
テレワーク実施計画表 

 職・氏名   日 曜日 実施日 勤務時間（割振り変更後） 休憩時間 備考 在勤庁 自宅 例 月 ○ 8:30～12:00 14:00～18:15 12:00～14:00 年休 17:15～18:15 1       2       3       4       5       6       7       8       9       10       11       12       13       14       15       16       17       18       19       20       21       22       23       24       25       26       27       28       29       30       31       ※１ 「実施日」欄には，テレワーク実施予定日について「○」を記載すること。 ※２ １週間の勤務日のうち１日（半日単位でテレワークを行う場合には，７時間45分）以上は，テレワークを実施しない日を設けること。 ※３ 勤務時間の割振りを変更する場合は１日の勤務時間が７時間45分になるように設定すること。 ※４ 半日単位でテレワークを行う場合には，在勤庁で勤務する時間が３時間30分以上となるようにし，在勤庁での勤務時間と，自宅での勤務時間がわかるように入力すること。 ※５ テレワークをする時間において，年次有給休暇等を取得する場合は，備考欄に年次有給休暇等の取得時間を入力すること。 



育児休業等掛金免除（変更）申出育児休業等掛金免除（変更）申出育児休業等掛金免除（変更）申出育児休業等掛金免除（変更）申出書書書書    

組合員証記号番号（職員番号） 職  名 氏     名 生 年 月 日 

地・広島   昭和  年  月  日生 

育児休業に係る子の

生 年 月 日 

平成 

年  月  日生 

所属 所在地  

機関 名称  

育児休業の期間 

（変更後の期間） 

平成  年  月  日 から 平成  年  月  日まで 

平成  年  月  日 から 平成  年  月  日まで 

掛金免除対象期間 

（子が３歳に達するまで） 

（変更後の期間） 

平成   年   月分 から 平成   年   月分まで 

平成   年   月分 から 平成   年   月分まで 

給 料 月 額 
   職   級   号給        円（調整額がある場合は加算した額） 

    （調整数   ） 

育 児 休 業 

根 拠 規 定 

・ 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 第 ２ 条 第 １ 項 

・育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第５条第１項 

地方公務員等共済組合法第１１４条の２第１項及び財団法人広島県職員互助会運営

規則第１６条第１項の規定に基づき，上記のとおり申し出ます。 

地方職員共済組合広島県支部長 様 

財団法人広島県職員互助会理事長 様 

平成  年  月  日 

住所 

申出者 

氏名                印 

上記の記載事項は，事実と相違ないものと認めます。 

平成  年  月  日 

職名 

所属機関の長 

氏名                印 

１ 必要事項を記入し，所属機関の長の証明を受けたうえ，辞令の写しを添付して辞令の写しを添付して辞令の写しを添付して辞令の写しを添付して共

済組合支部事務局（福利室）に提出してください。 

２ 育児休業期間が延長された場合又は終了日を変更した場合も提出してください。 

３ 「育児休業手当金請求書」と同時に提出してください。 



様式第67号（育児休業手当金通知書）様式第11号の1
1111 2222 3333 4444 5555 6666
7777 8888 9999 10101010 11111111 12121212 13131313 14141414 15151515 16161616 17171717 18181818 19191919 20202020 21212121 22222222 23232323 24242424 25252525 26262626 27272727 28282828 29292929 30303030 31313131 32323232 33333333 34343434 35353535 36363636 37373737

円 円 円 円 円 円 円 円 円
円 円 円 円 円 円 円 円 円
円 円 円 円 円 円 円 円 円12 ①②③④　　上記のとおり請求します。 様一般財団法人広島県職員互助会理事長 様平成　　　　年　　　　　月　　　　　　日 住所氏名 印電話（　　　　　　　　）　　　　　　　　　－　　上記の記載事項は，事実と相違ないものと認めます。　　（上記の育児休業期間に対して，給料を支払わないことを証明します。）平成　　　　年　　　　　月　　　　日 職名氏名 印

育児休業手当金（変更）・(互)育児支援金請求書育児休業手当金（変更）・(互)育児支援金請求書育児休業手当金（変更）・(互)育児支援金請求書育児休業手当金（変更）・(互)育児支援金請求書

育児休業に係る子の生年月日平成　　　　年　　　　月　　　　日組合員氏名 所属機関名・コード ※　育児休業手当金　６７％　開始年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日職員番号 ※　育児休業手当金　６７％　終了年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日※　育児休業手当金　５０％　開始年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日標準報酬 ※　育児休業手当金　５０％　終了年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日※　育児休業手当金　延長　開始年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日等級 ※　育児休業手当金　延長　終了年月日 平成　　　　年　　　　月　　　　日※控除額（円） ※育児休業手当金 ※育児支援金(互) ※開 始 年 月 日 ※標準報酬月額育児休業の期間 平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日から　　　　　平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日まで（変更後の期間） 平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日から　　　　　平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日まで支給延長期間 平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日から　　　　　平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日まで（変更後の期間） 平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日から　　　　　平成　　　　　年　　　　　月　　　　　日まで
※育児休業手当金（延長含）給付金額６７％５０％

月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分 月分　育児休業の申出に係る子について，保育所における保育の実施を希望し，申込みを行っているが，その子が１歳に達する日後の期間について，当面その実施が行われない場合(保育所の入所に関する市区町長の証明等を添付する)１歳に達した日後育児休業をすることが必要であると認められる場合の該当番号を記入する 　常態として育児休業の申出に係る子の養育を行っている配偶者であって，その子が１歳に達する日後の期間について常態としてその子の養育を行う予定であった方が以下のいずれかに該当した場合　死亡したとき　負傷，疾病又は身体上若しくは精神上の障害により育児休業の申出に係る子を養育することが困難な状態になったとき　婚姻の解消その他の事情により配偶者が育児休業の申出に係る子と同居しないこととなったとき　６週間(多胎妊娠の場合にあっては，１４週間)以内に出産する予定であるか又は産後８週間を経過しないとき(産前休業を請求できる期間又は産前休業期間及び産後休業期間)地 方 職 員 共 済 組 合 広 島 県 支 部 長 請求者

所属機関の長1　必要事項を記入し，所属機関の長の証明を受けた上，共済組合・互助会（福利課）に提出してください。（辞令の写しを添付）2　育児休業期間が延長された場合又は育児休業が終了する日前に終了した場合も提出してください。3　※欄は，記入しないでください。



　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（①×67／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 
　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 　平成　　　　年　　　　月分（②×50／100＝　　　　　　　）×　　　　　日＝　　　　　　　　　　　円 日円

　※　育児休業開始後180日（土，日を含む。）に達するまでの期間　標準報酬日額の計算　　標準報酬月額　　　　　　　　　円／22日＝　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 ………①　（10円未満の端数が5円未満の場合は切り捨て，5円以上の場合は切り上げる。）　請求額計算式　　　該当月　（①×67／100）×休業日数　………（上限額あり）円未満切捨て
　※　子が一歳に達する前日までの期間（土，日は除く。）　標準報酬日額の計算　　標準報酬月額　　　　　　　　　円／22日＝　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 ………②　（10円未満の端数が5円未満の場合は切り捨て，5円以上の場合は切り上げる。）　請求額計算式　　　該当月　（②×50／100）×休業日数　………（上限額あり）円未満切捨て

合 計 休 業 日 数合 計 支 給 額※　支　給　開　始　日 　※　支　給　終　了　日 ※正当支給日額 ※正当支給日数 ※摘要欄 ※欄は，記入しないでください。平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日 　　　　　　　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　　　　　　　日 ※育児休業終了後6か月経過年月日 平　成　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日



別紙様式第３号 
弁 済 猶 予 （ 変 更 ） 申 出 書                  平成  年  月  日 地方職員共済組合広島県支部長 様 申出人氏名              印 

  地方職員共済組合組合員貸付規程第１０条第６項の規定に基づいて，弁済の猶予を希望しますので，下記により申し出ます。 
 記 

 

猶 予 期 間        （ 猶 予 月 数 ）         育児休業・介護休暇の期間の範囲内で希望する期間 平成   年  月  日から 平成   年  月  日まで （月 賦 弁 済           月） （半年賦弁済      月） 猶予の対象となる 貸付種別 普通・住宅・住宅災害・一般災害・医療・入学・修学・結婚・葬祭 月 賦 弁 済 額                           円 半年賦弁済額                           円 弁済金猶予総額                    円 弁 済 方 法          定期弁済に併せて弁済する。 月 賦 弁 済        ：平成 年  月  から平成  年  月まで 半 年 賦 弁 済        ：平成 年６・12月から平成  年６・12月まで         上記の記載は，事実に相違ないことを証明します。 平成   年   月   日                  所 属 所 名                                       所属所長名                     印 （注）１ 「猶予の対象となる貸付種別」の欄は，現在借り受けている貸付種別のうち，      該当するすべてを○印で囲むこと。    ２ 「月賦弁済額」，「半年賦弁済額」の欄は，猶予の対象となる貸付種別すべての      １月当たりの弁済額の合計額を記入すること。    ３ 「弁済金猶予総額」の欄は，「月賦弁済額」×「月賦弁済の猶予月数」＋「半年      賦弁済」×「半年賦弁済の猶予月数」の額を記入すること。 
 



償 還 猶 予 申 出 書 

 財団法人広島県職員互助会理事長 様 平成   年  月  日                        所属名               氏 名                 印  貴互助会から借り受けている貸付金の元金について、償還の猶予をお願いします。   １ 貸付種別   ２ 育児休業期間     始期    年   月   日   終期    年   月   日   ３ 償還猶予申込期間     始期    年   月   日   終期    年   月   日       上記のとおり相違ないものと認める。 所属所長職氏名                  印 
 カード № １ ２ ３ １ 

 ※印の欄はゴム印を押印してください。 ※氏    名 異動コ｜ド 貸 付 種 別 貸付番号 貸付年月日 元金償還 開始年月 ※職 員 番 号 年号 年 月 日 年号 年 月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 50 51 52 53 54                            
 

 



様式第１号
メニュー事業助成金請求書カードNo. 共済 氏名及び職員番号 事業実施年度１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 １１ １２メニュー 請求金額コ ー ド （円）13 14 15 16 17 18 19 20 210 0 00 0 00 0 00 0 00 0 0　請　　　求　　　合　　　計 0 0上記のとおり請求します。地方職員共済組合広島県支部長　様年　　月　　日 請求者　所　　　属所属コード氏　　　名 印

１　領収書・レシート・チケットの半券は，裏面に貼付してください。２　請求金額は，助成対象経費の額の100円未満の端数を切り捨てた金額を記載してください。３　コードが同じメニューは，ひとつにまとめて請求してください。

給付
４ １ １ ３実　施　し　た　事　業（　メ ニ ュ ー 名　） 助成対象経費　　　(円) 備　　考



別　表 メニュー事業の内容及び助成対象経費等メニュー 趣　　旨 コード 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容 対 象 者 助成対象経費 添付書類0101 簿記検定・英語検定・データベース検索技術者など各種資格を取得する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員 講座等の受講料，資格試験の受験料 領収書自己啓発 組合員の資格取得等の自己啓発活動を支援する。 0102 通信教育講座，大学で行われる公開講座，放送大学の科目履修等を受講する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員 講座等の受講料 領収書0103 教養・文化教室・各種セミナー等を受講する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員 講座等の受講料 領収書組合員の行う育児活動を支援する。 0301 育児サービスを利用する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員 育児サービスの利用料 領収書組合員の行う介護活動等を支援する。 0302 介護保険法及び障害者自立支援法上の居宅サービス又は施設サービスを利用する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員 居宅サービス，施設サービスの利用料 領収書メニュー 趣　　旨 コード 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容 対 象 者 助成対象経費 添付書類0601 スポーツ教室を受講する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 スポーツ教室の受講料 領収書0602 スキーリフト券等，自転車レンタル，テニスコート，プール等のスポーツ施設を利用する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 スポーツ施設の利用料 領収書健康増進 組合員の健康増進のための活動を支援する。 0603 市民マラソン大会など各種スポーツ大会に参加する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 大会の参加料 領収書0604 スーパー銭湯，温泉施設等の健康施設を利用する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 健康施設利用料 領収書0605 特定健診等を受診する組合員に対し助成金を交付する。・組合員の特定保健指導・被扶養者の特定健康診査及び特定保健指導 組合員及び家族 特定健診等に係る自己負担金 領収書0701 美術展，演劇，コンサート等芸術・文化・芸能に関するイベントを鑑賞する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 美術展の入場料等 領収書0702 美術館，博物館，水族館，動物園，植物園，名勝・旧跡等文化等に関する施設を利用する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 入館料等 領収書0801 国，県及び他の地方公共団体が主催又は共催するイベントに参加する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 イベントの参加料 領収書0802 海外旅行を行う組合員に対し，その準備費用について助成金を交付する。 組合員及び家族 パスポート取得費用，旅行保険料 領収書0803 プロスポーツ等の公式戦を観戦する組合員に対し，助成金を交付する。（プロ野球，プロサッカー，プロゴルフ等） 組合員及び家族 球場・競技場の入場料・観戦料 領収書0804 宿泊施設（宿泊施設利用助成の申請したものを除く。）を利用する組合員に対し，助成金を交付する。 組合員及び家族 宿泊料 領収書

領収書及び証明書※４0201 ボランティア活動に参加する組合員に対し，参加に要した費用について助成金を交付する。 組合員 参加旅費・宿泊費・参加料

文化活動 組合員の芸術文化鑑賞等の文化活動を支援する。

※５ 自己啓発等メニュー事業及び健康増進等メニュー事業の併用はできない。　　とする。                                       ※４ ボランティア活動等参加費用助成(0201)において，「証明書」とはボランティア活動等参加が確認できる書類とし，旅費の領収書は添付不要※３ 自己啓発メニューにおいて，広島県がその経費の一部を負担しているものは含まない。※２ 各メニューにおいて，「領収書」には，銀行振込帳票等を含む。※１ 各メニューにおいて，「受講料」には，教材・入会金を含み，機器購入費を含まない。
組合員の行うレクリェーション活動を支援する。レクリェーション活動

（1）【自己啓発等メニュー事業（年間上限枠5,000円）】

（2）【健康増進等メニュー事業（年間上限枠4,000円）】
社会貢献 組合員の行う社会貢献活動を支援する。育児・介護等支援



３歳未満の子を養育する旨の申出書３歳未満の子を養育する旨の申出書３歳未満の子を養育する旨の申出書３歳未満の子を養育する旨の申出書    

 （ フ リ ガ ナ ） 申 出 者 氏 名  申 出 者 生 年 月 日  昭和       年  月  日 平成  所 属 所  組合員証記号番号  職 名  基 礎 年 金 番 号  養 育 す る こ と と な っ た 日 平成  年  月  日 養 育 の 特 例 を 開 始 し た 日 平成  年  月  日 ※（平成   年  月  日） 養 育 す る こ と と な っ た 子 （ フ リ ガ ナ ） 氏 名  性別 男 
 女  生 年 月 日 平成  年  月  日  地方公務員等共済組合法第７９条の規定の適用を申し出ます。 

  地方職員共済組合広島県支部長 様 
 平成  年  月  日                          住 所                     申出書                          氏 名              ㊞ 
  上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 
      平成  年  月  日                          職 名                     所属所長                          氏 名              印 
 備考 ※については、地方公務員等共済組合法施行規程第２条の 6の４各号に該当した日を記載すること。 
 

 共 済 組 合 記 入 欄 養育することとなった日の 属する月の前月及び標準報酬 平成  年  月 等 級 級 月 額 千円 給与月額平均額 円 養育の特例を開始した日の 属 す る 月 の 標 準 報 酬 等 級 級 月 額 円 
 



　  所属所長備考　※については、地方公務員等共済組合法施行規則第２条の６の４各号に該当した日を記載すること。
地方公務員等共済組合法第７９条の規定の適用を申し出ます。地方職員共済組合○○○支部長　様 住　所 ×××××××平成３０年　４月　５日 申 出 者

共済組合 属する月の前月及び標準報酬 給与月額平均額
氏　名 共済　太郎

２３７，０００円記 入 欄 養 育 の 特 例 を 開 始 し た 日 の 等　級 ８級 月　額 １５０千円属 す る 月 の 標 準 報 酬
印平成２８年　３月養 育 す る こ と と な っ た 日 の 等　級 １５級 月　額 ２４０千円氏　名 ××　×× 印上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。平成３０年　４月１３日 職　名 ×××××××
男氏 名 共済　太一養育することと 性 別な っ た 子 女生 年 月 日 平成２８年　４月　２日（ フ リ ガ ナ ） キョウサイ　タイチ組合員証記号番号 ×××××××養育することと 養 育 の 特 例 を 平成３０年　４月　１日平成２８年　４月　２日な っ た 日 開 始 し た 日 ※（平成  　年　  月　  日）職 名 ××××××× 基礎年金番号 ×××××××所 属 所 ×××××××３歳未満の子を養育する旨の申出書（ フ リ ガ ナ ） キョウサイ　タロウ 申 出 者 昭和申 出 者 氏 名 共済　太郎 ６０年　９月　１日生 年 月 日 平成※　標準報酬制移行後（通常時）から適用する場合実子が出生した場合を想定 育児休業等終了時改定等により標準報酬の月額が従前標準報酬の月額を下回り、３歳未満養育特例の適用を受けることとなった日を記入

育児休業等終了時改定等により改定された標準報酬を記載
①３歳に満たない子を養育する者が組合員の資格を取得したとき②育児休業等(掛金免除)が終了した日の翌日が属する月の初日が到来したとき③産前産後休業(掛金免除)が終了した日の翌日が属する月の初日が到来したとき④当該子以外の子に係る法第７９条第１項の規定の適用を受ける期間の最後の月の翌月の初日が到来したとき



３歳未満の子を養育しない３歳未満の子を養育しない３歳未満の子を養育しない３歳未満の子を養育しない旨の申出書旨の申出書旨の申出書旨の申出書    

 （ フ リ ガ ナ ） 申 出 者 氏 名  申 出 者 生 年 月 日  昭和       年  月  日 平成  所 属 所  組合員証記号番号  職 名  
養育しないことと な っ た 日 平成 年 月 日  

養育しないことと な っ た 子 （ フ リ ガ ナ ） 氏 名  性別 男 
 女  生 年 月 日 平成  年  月  日  地方公務員等共済組合法第７９条第１項に該当したので届け出ます。 

  地方職員共済組合広島県支部長 様                                 平成  年  月  日          住 所  申出書                          氏 名               ㊞  上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 
      平成  年  月  日                           職 名                      所属所長                           氏 名             印 
 

 

 共 済 組 合 記 入 欄 養育しないこととなった日の翌日 の属する月の前月及び標準報酬 平成  年  月 等 級 級 月 額 千円 給与月額平均額 円 
 

 

※ 該当する事由に○を付し、カッコ内の日を「養育 しないこととなった日」として記載すること。 １ ３歳到達（誕生日の前日） ２ 組合員の退職（退職日） ３ 他の子を養育（他の子の出生日） ４ 子を養育しなくなった（養育しなくなった日） ５ 育児休業等（掛金免除）の開始日（開始日） ６ 産前産後休業（掛金免除）の開始（開始日） 



 3歳到達（誕生日の前日） 組合員の退職（退職日） 他の子を養育（他の子の出生日） 子を養育しなくなった（養育しなくなった日） 育児休業等（掛金免除）の開始（開始日） 産前産後休業（掛金免除）の開始（開始日）キョウサイ　タイチ共済　太一 ×××××××地方公務員等共済組合法第７９条第１項各号に該当したので届け出ます。地方職員共済組合広島県支部長　様 住　所平成３１年　４月　５日 届 出 者
（ フ リ ガ ナ ）養 育 し な い 性 別こととなった子 女生 年 月 日 平成２８年　４月　２日 男

共済組合 養育しないこととなった日の翌日 等　級 ８級 月　額記 入 欄 の属する月の前月及び標準報酬 給与月額平均額 １４８，１２５円平成３１年　３月 １５０千円所属所長 氏　名 印共済　太郎×××××××××　××氏　名 印上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。平成３１年　４月　８日 職　名
氏 名

所 属 所 組合員証記号番号職 名 基礎年金番号平成３１年　４月　１日 ※　該当する事由に○を付し、カッコ内の日を「養育　しないこととなった日」として記載すること。養 育 し な い 12こととなった日 3456
××××××××××××××

３歳未満の子を養育しない旨の届出書（ フ リ ガ ナ ） 届 出 者 昭和届 出 者 氏 名 ６０年　９月　１日生 年 月 日 平成キョウサイ　タロウ共済　太郎 ××××××××××××××

３歳未満養育特例の適用をしなくなった場合の標準報酬を記載



標準報酬育児休業等終了時改定申出書標準報酬育児休業等終了時改定申出書標準報酬育児休業等終了時改定申出書標準報酬育児休業等終了時改定申出書    

 （ フ リ ガ ナ ） 申 出 者 氏 名  申 出 者 生 年 月 日  昭和       年  月  日 平成  所 属 所  組合員証記号番号  職 名  基 礎 年 金 番 号  育 児 休 業 等 承 認 期 間 休 業 開 始 日  休業終了日（復職日の前日） 平成  年  月  日 平成  年  月  日 （延長等があった場合） 平成  年  月  日 平成  年  月  日 育 児 休 業 等 に 係 る 子 （ フ リ ガ ナ ） 氏    名  性別 男 
 女  生 年 月 日 平成  年  月  日 育児休業等終了前の標準報酬 等級 級 月額 千円  地方公務員等共済組合法第４３条第１２項の規定により、育児休業等終了日の翌日が属する月以降３月間に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額を報酬月額として、標準報酬を改定することの希望を申し出ます。 

  地方職員共済組合広島県支部長 様                           住 所      平成  年  月  日    申出書                           氏 名             ㊞ 
  上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 
      平成  年  月  日                           職 名                      所属所長                           氏 名             印 
 備考 「育児休業等終了日の翌日が属する月以後３か月間」とは、育児休業等終了日の翌日において継続して組合員であった期間に限るものとし、かつ、報酬支払の基礎となった日数が１７日未満である月がある場合、その月は育児休業等終了時改定の算定に使用しません。 
 共 済 組 合 記 入 欄 標 準 報 酬 改 定 月  平成  年  月 固定的給与 非固定的給与 改 定 後 標 準 報 酬    級    千円 円 円 
 



標準報酬標準報酬標準報酬標準報酬産前産後休業産前産後休業産前産後休業産前産後休業終了時改定申出書終了時改定申出書終了時改定申出書終了時改定申出書    

 （ フ リ ガ ナ ） 申 出 者 氏 名  申 出 者 生 年 月 日 昭和       年  月  日 平成  所 属 所  組合員証記号番号  職 名  基 礎 年 金 番 号  産 前 産 後 休 業 承 認 期 間 休 業 開 始 日  休業終了日（復職日の前日） 平成  年  月  日 平成  年  月  日 （延長等があった場合） 平成  年  月  日 平成  年  月  日 産 前 産 後 休 業 に 係 る 子 （ フ リ ガ ナ ） 氏    名  性別 男 
 女  生 年 月 日 平成  年  月  日 産前産後休業終了前の標準報酬 等級 級 月額 千円  地方公務員等共済組合法第４３条第１４項の規定により、産前産後休業終了日の翌日が属する月以降３月間に受けた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額を報酬月額として、標準報酬を改定することの希望を申し出ます。 

  地方職員共済組合広島県支部長 様                           住 所      平成  年  月  日    申出書                           氏 名             ㊞ 
  上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 
      平成  年  月  日                           職 名                      所属所長                           氏 名             印 
 備考 「産前産後休業終了日の翌日が属する月以後３か月間」とは、産前産後休業終了日の翌日において継続して組合員であった期間に限るものとし、かつ、報酬支払の基礎となった日数が１７日未満である月がある場合、その月は産前産後休業終了時改定の算定に使用しません。 
 共 済 組 合 記 入 欄 標 準 報 酬 改 定 月  平成  年  月 固定的給与 非固定的給与 改 定 後 標 準 報 酬    級    千円 円 円 
 


